資料２

発達障がい者支援の実態調査について

１　実態調査の趣旨
「発達障害者支援体制整備事業の実施について」（平成17年７月８日付け障発第0708003号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の別紙「発達障害者支援体制整備事業実施要綱」（以下「国要綱」という。）の３の（３）に基づき、静岡市内における発達障がい者の実態及びその支援実施状況について調査（以下「実態調査」という。）を実施し、結果から課題を分析することで、今後の支援体制の在り方を検討していく。

	（参考）国要綱（抄）

３　事業の内容

（３）個別の支援計画作成等の実施状況調査等事業

　　都道府県は管内市町村に調査員を派遣する等して、市町村における個別の支援計画作成等の実施状況を含めた支援体制整備に関する調査及び調査結果に基づく評価を行い、市町村の意識付けを強化するとともに、都道府県内の支援体制整備の実施を把握するように努めること。

　　また、調査にあたっては、調査項目や実施方法についてあらかじめ委員会等で検討し、都道府県等内で公平な調査及び評価ができるようにすること。

　　なお、指定都市においては、独自に調査及び評価を行うこととするが、適切な調査を行うことができるができる機関に委託する等、できるだけ第三者機関による調査及び評価を実施することが望ましい。


２　実態調査実施状況

	年度
	調査内容

	平成24年度
	発達障がい児及び発達障がいがあると思われる児童が最も利用している
と考えられる市内の療育等機関（７施設）を対象に、個別の支援計画作成等の実施状況を含めた支援体制整備に関する調査及び調査結果に基づく評価を行った。

	平成25年度
	市内公・私立保育園に通う２歳児の保護者、幼児言語教室を利用する児童の保護者及び、市内公・私立保育園108園、市内幼児言語教室4教室を対象に、「相談支援ファイル（すくすくファイル）」の活用状況等を調査した。


３　平成26年度実態調査について（案）
（１）調査の対象
　　市内で就労相談等を行っている次のア～カの関係機関の相談員や支援員等と、その機関の利用者。
　　　ア　相談機関Ａ
　　　イ　相談機関Ｂ
　　　ウ　相談機関Ｃ　　　　　　　
　　　エ　相談機関Ｄ
　　　オ　相談機関Ｅ
　　　カ　相談機関Ｆ
　　　

（２）調査の目的

　　　近年、発達障がいは、うつ病、ニート、ひきこもり、不安定就労、いじめ、児童虐待等、様々な社会問題の一因となっており、発達障がいに対する社会的関心も急速に高まっている。

しかし、乳幼児期の支援に比べ、青年期、成人期の方については、障がい特性に応じた支援が受けられず、支援体制の整備も乏しく、多くの課題があるというのが現状です。このような現状を踏まえ、この調査により、成人期の発達障がい者等の現状把握をし、本市における支援体制を充実させる基礎資料とする。
（３）調査の内容（具体的調査項目は、部会にて検討し決定する）
　　①就労相談等を行っている関係機関
　　　ア　「発達障がいがある人」、または「発達障がいがあると思われる人」の人数把握

　　　イ　「発達障がいがある人」、または「発達障がいがあると思われる人」が当該機関の利用に至った経緯

　　　ウ　「発達障がいがある人」または「発達障がいがあると思われる人」の就労先の職種

　　　エ　「発達障がいがある人」または「発達障がいがあると思われる人」の就労先の雇用形態

　　　オ　職場適用のために必要な支援

カ　相談業務の中で、困る事、苦労している事
　　　キ　本人や家族等との関わり方

　　　ク　企業との橋渡し役としての苦労、工夫、他機関との連携
ケ　スタッフの身分、資格、人数

コ　今後の支援体制整備に関する意見　等
　　②発達障害児者団体の関係者へのアンケート
　　　ア　主な相談先

イ　日常の困りごと

　　　ウ　就労についての困りごと

エ　今後の支援体制整備に関する意見　等
（４）調査実施方法
　　①就労相談等を行っている関係機関

　　　　対象関係機関へ調査票を郵送またはメール送信し、内容記入後、メール、ファックス等で返送、返信を依頼する。

　　②発達障害児者団体の関係者
　　　　調査実施期間に発達障害児者団体の関係者に対し、アンケート用紙と封筒を配付し、当該団体に提出してもらい、調査実施期間後に市が回収する。
（５）実施スケジュール

　１０月　 　　　　部会にて具体的調査項目の協議を行い決定

　　１１月～１２月　 調査実施

　　１２月～１月　 　調査結果集計
　　２月　　　　　　 第２回委員会で結果を報告
3

